




Ⅴ. 注記表

［税効果会計に関する注記］

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
(単位：千円)

前期(ご参考)
(平成29年7月31日)

当期
(平成30年1月31日)

繰延税金資産 繰延税金資産
未払事業税損金不算入額 15 未払事業税損金不算入額 11
繰延税金資産合計 15 繰延税金資産合計 11
繰延税金資産の純額 15 繰延税金資産の純額 11

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
原因となった主要な項目別の内訳

(単位：％)
前期(ご参考)

(平成29年7月31日)
当期

(平成30年1月31日)

法定実効税率 31.74 法定実効税率 31.74
（調整） （調整）
支払分配金の損金算入額 △31.69 支払分配金の損金算入額 △31.70
その他 0.10 その他 0.10
税効果会計適用後の法人税等の
負担率

0.15
税効果会計適用後の法人税等の
負担率

0.14

［リースにより使用する固定資産に関する注記］
前期(ご参考)

(自 平成29年2月1日　至 平成29年7月31日)
当期

(自 平成29年8月1日　至 平成30年1月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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［金融商品に関する注記］
前期（ご参考）（自 平成29年2月1日　至 平成29年7月31日）
1. 金融商品の状況に関する事項
(1)金融商品に対する取組方針
　本投資法人では、運用資産の着実な成長並びに効率的な運用及び運用の安定性に資するため、安定的
かつ健全な財務運営を行うことを基本方針とし、資産の取得、借入れの返済等に充当する資金を金融機
関から借入れ、投資法人債の発行、投資口の発行等により資金調達を行います。
　デリバティブ取引については、借入金等から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジすること
を目的とした運用に限るものとします。なお、平成29年7月31日現在デリバティブ取引は行っておりま
せん。
(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入れの資金使途は、主に運用資産の取得資金及び借入金の返済資金等です。これらの資金調達に係
る流動性リスクや金利変動リスクについては、調達先の分散を図るとともに、余剰資金の活用や投資口
の発行等による資本市場からの資金調達等を含めた多角的な資金調達を検討し、実施することで当該リ
スクを管理、限定しています。
　また、変動金利による借入金は、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、支払金利の上昇リスク
を回避し支払利息を固定化するデリバティブ取引（金利スワップ取引等）をヘッジ手段として利用でき
ることとしています。
　本投資法人の余剰資金の預入先については、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されています
が、一定の信用力のある預入先に限定することや、預入期間を短期に限定することにより当該リスクを
軽減していきます。
(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれています。当該価額の算定においては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条
件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成29年7月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

貸借対照表計上額
(千円)

時　価
(千円)

差　額
(千円)

(1)現金及び預金 649,743 649,743 －
(2)信託現金及び信託預金 991,688 991,688 －

資産計 1,641,431 1,641,431 －
(1)短期借入金 400,000 400,000 －
(2)1年内返済予定の長期借入金 5,000,000 5,000,000 －
(3)投資法人債 1,000,000 1,001,907 1,907
(4)長期借入金 22,200,000 22,207,775 7,775

負債計 28,600,000 28,609,683 9,683
(注1) 金融商品の時価の算定方法
資産
　(1)現金及び預金、(2)信託現金及び信託預金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
負債
　(1)短期借入金、(2)1年内返済予定の長期借入金
　短期間で決済され、かつ、変動金利であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
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Ⅴ. 注記表

　(3)投資法人債
　固定金利であるため、元利金の合計額を当該投資法人債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて時価を算定し
ています。
　(4)長期借入金
　変動金利によるものは短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられることから、当該帳簿価額によっ
ています。また、固定金利によるものは、元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規借入れを行った場合に想定される利
率で割り引いて時価を算定しています。
(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

区　分 貸借対照表計上額
(千円)

投資有価証券(※1) 250,000
差入敷金及び保証金(※2) 10,455
預り敷金及び保証金(※2) 30,538
信託預り敷金及び保証金(※2) 232,324

合　計 523,317
(※1) 投資有価証券として計上している匿名組合出資持分は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、時価開示の対象とはしていません。
(※2) 市場価格がなく、かつ、賃貸借契約の期間の定めがあっても中途解約や更新・再契約の可能性があり、実質的な預託期間を

算定することができないことから、合理的な将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価
開示の対象とはしていません。

(注3) 金銭債権の決算日（平成29年7月31日）後の償還予定額
(単位：千円)

1年以内
現金及び預金 649,743

信託現金及び信託預金 991,688
合　計 1,641,431

(注4) 借入金及び投資法人債の決算日（平成29年7月31日）後の返済予定額
(単位：千円)

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

短期借入金 400,000 － － － － －
1年内返済予定の
長期借入金 5,000,000 － － － － －

投資法人債 － － － 1,000,000 － －
長期借入金 － 5,000,000 9,600,000 7,600,000 － －

合　計 5,400,000 5,000,000 9,600,000 8,600,000 － －

当期（自 平成29年8月1日　至 平成30年1月31日）
1. 金融商品の状況に関する事項
(1)金融商品に対する取組方針
　本投資法人では、運用資産の着実な成長並びに効率的な運用及び運用の安定性に資するため、安定的
かつ健全な財務運営を行うことを基本方針とし、資産の取得、借入れの返済等に充当する資金を金融機
関から借入れ、投資法人債の発行、投資口の発行等により資金調達を行います。
　デリバティブ取引については、借入金等から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジすること
を目的とした運用に限るものとします。なお、平成30年１月31日現在デリバティブ取引は行っており
ません。
(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入れの資金使途は、主に運用資産の取得資金及び借入金の返済資金等です。これらの資金調達に係
る流動性リスクや金利変動リスクについては、調達先の分散を図るとともに、余剰資金の活用や投資口
の発行等による資本市場からの資金調達等を含めた多角的な資金調達を検討し、実施することで当該リ
スクを管理、限定しています。
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　また、変動金利による借入金は、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、支払金利の上昇リスク
を回避し支払利息を固定化するデリバティブ取引（金利スワップ取引等）をヘッジ手段として利用でき
ることとしています。
　本投資法人の余剰資金の預入先については、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されています
が、一定の信用力のある預入先に限定することや、預入期間を短期に限定することにより当該リスクを
軽減していきます。
(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれています。当該価額の算定においては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条
件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成30年1月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

貸借対照表計上額
(千円)

時　価
(千円)

差　額
(千円)

(1)現金及び預金 680,374 680,374 －
(2)信託現金及び信託預金 975,119 975,119 －

資産計 1,655,494 1,655,494 －
(1)短期借入金 200,000 200,000 －
(2)1年内返済予定の長期借入金 2,500,000 2,500,000 －
(3)投資法人債 1,000,000 1,002,607 2,607
(4)長期借入金 24,700,000 24,710,401 10,401

負債計 28,400,000 28,413,008 13,008
(注1) 金融商品の時価の算定方法
資産
　(1)現金及び預金、(2)信託現金及び信託預金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
負債
　(1)短期借入金、(2)1年内返済予定の長期借入金
　短期間で決済され、かつ、変動金利であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
　(3)投資法人債
　固定金利であるため、元利金の合計額を当該投資法人債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて時価を算定し
ています。
　(4)長期借入金
　変動金利によるものは短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられることから、当該帳簿価額によっ
ています。また、固定金利によるものは、元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規借入れを行った場合に想定される利
率で割り引いて時価を算定しています。
(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

区　分 貸借対照表計上額
(千円)

投資有価証券(※1) 259,518
差入敷金及び保証金(※2) 10,428
預り敷金及び保証金(※2) 29,907
信託預り敷金及び保証金(※2) 223,281

合　計 523,135
(※1) 投資有価証券として計上している匿名組合出資持分は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、時価開示の対象とはしていません。
(※2) 市場価格がなく、かつ、賃貸借契約の期間の定めがあっても中途解約や更新・再契約の可能性があり、実質的な預託期間を

算定することができないことから、合理的な将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価
開示の対象とはしていません。
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(注3) 金銭債権の決算日（平成30年1月31日）後の償還予定額
(単位：千円)

1年以内
現金及び預金 680,374

信託現金及び信託預金 975,119
合　計 1,655,494

(注4) 借入金及び投資法人債の決算日（平成30年1月31日）後の返済予定額
(単位：千円)

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

短期借入金 200,000 － － － － －
1年内返済予定の
長期借入金 2,500,000 － － － － －
投資法人債 － － 1,000,000 － － －
長期借入金 － 10,600,000 9,600,000 2,000,000 2,500,000 －

合　計 2,700,000 10,600,000 10,600,000 2,000,000 2,500,000 －

［賃貸等不動産に関する注記］
前期（ご参考）（自 平成29年2月1日　至 平成29年7月31日）
　本投資法人では、主要地方都市その他の地域において、賃貸住宅等（土地を含みます。）を有しています。
　これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりです。

(単位：千円)
貸借対照表計上額 当期末の時価当期首残高 当期増減額 当期末残高

53,813,584 △385,104 53,428,479 56,490,000
(注1) 貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額です。
(注2) 当期増減額のうち、主な減少額は減価償却費（434,869千円）によるものです。
(注3) 当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価額を記載しております。

　なお、賃貸等不動産に関する当期における損益は、「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

当期（自 平成29年8月1日　至 平成30年1月31日）
　本投資法人では、主要地方都市その他の地域において、賃貸住宅等（土地を含みます。）を有しています。
　これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりです。

(単位：千円)
貸借対照表計上額 当期末の時価当期首残高 当期増減額 当期末残高

53,428,479 △371,240 53,057,238 56,658,000
(注1) 貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額です。
(注2) 当期増減額のうち、主な減少額は減価償却費(433,805千円)によるものです。
(注3) 当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価額を記載しております。

　なお、賃貸等不動産に関する当期における損益は、「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。
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［関連当事者との取引に関する注記］
前期（ご参考）（自 平成29年2月1日　至 平成29年7月31日）
取引状況

属　性 会社等の名称
又は氏名

事業の内容
又は職業

投資口の所有
口数割合(％)

取引の内容
(注1)

取引金額
(千円)(注2) 科　目 期末残高

(千円)
利害関
係人等

サムティプロパティ
マネジメント株式会社 不動産管理業 － 管理委託費 1,641 営業未払金 273

(注1) 本投資法人と利害関係人等との間の取引条件については、各種手続を定めた利害関係取引規定に基づき、決定しています。
(注2) 取引金額には消費税は含まれていません。

当期（自 平成29年8月1日　至 平成30年1月31日）
取引状況

属　性 会社等の名称
又は氏名

事業の内容
又は職業

投資口の所有
口数割合(％)

取引の内容
(注1)

取引金額
(千円)(注2) 科　目 期末残高

(千円)

利害関
係人等

サムティプロパティ
マネジメント株式会社 不動産管理業 －

管理委託費 1,652 営業未払金 273

修繕費 3,000 営業未払金 3,000

(注1) 本投資法人と利害関係人等との間の取引条件については、各種手続を定めた利害関係取引規定に基づき、決定しています。
(注2) 取引金額には消費税は含まれていません。

［1口当たり情報に関する注記］
前期(ご参考)

(自 平成29年2月1日　至 平成29年7月31日)
当期

(自 平成29年8月1日　至 平成30年1月31日)

1口当たり純資産額 92,800円 1口当たり純資産額 92,321円
1口当たり当期純利益 2,169円 1口当たり当期純利益 2,190円
1口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数
による加重平均投資口数で除することにより算定し
ています。また、潜在投資口調整後1口当たり当期
純利益については、潜在投資口がないため記載して
おりません。

1口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数
による加重平均投資口数で除することにより算定し
ています。また、潜在投資口調整後1口当たり当期
純利益については、潜在投資口がないため記載して
おりません。

(注) 1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前期(ご参考)
(自 平成29年2月1日　至 平成29年7月31日)

当期
(自 平成29年8月1日　至 平成30年1月31日)

当期純利益(千円) 613,902 当期純利益(千円) 619,968
普通投資主に帰属しない金額(千円) － 普通投資主に帰属しない金額(千円) －
普通投資口に係る当期純利益(千円) 613,902 普通投資口に係る当期純利益(千円) 619,968
期中平均投資口数(口) 283,000 期中平均投資口数(口) 283,000
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［重要な後発事象に関する注記］
前期（ご参考）（自 平成29年2月1日　至 平成29年7月31日）
　該当事項はありません。

当期（自 平成29年8月1日　至 平成30年1月31日）
①資産の取得
本投資法人は平成30年２月１日及び平成30年３月１日に、以下の不動産信託受益権(24物件(取得価

格の総額25,872百万円）)及び不動産(現物)(９物件（取得価格の総額4,092百万円）)を取得しました。
物件
番号 不動産等 所在地 取得先 取得日

取得価格
(注１)(百万円)

A-30  S-RESIDENCE
 緑橋駅前

 大阪市東成区  合同会社ブリッジフォース  平成30年２月１日 1,846

A-31  S-FORT鶴舞reale  名古屋市昭和区  サムティ株式会社  平成30年２月１日 1,571
A-32  S-FORT大須観音  名古屋市中区  非開示（注２）  平成30年３月１日 1,147
A-33  S-FORT北山王  名古屋市中川区  サムティ株式会社  平成30年２月１日 841
A-34  S-FORT新瑞橋  名古屋市南区  サムティ株式会社  平成30年２月１日 449
A-35  S-FORT豊平三条  札幌市豊平区  合同会社ブリッジフォース  平成30年２月１日 762
A-36  S-FORT北円山  札幌市中央区  サムティ株式会社  平成30年２月１日 425
A-37  S-FORT博多東Ⅰ  福岡市博多区  サムティ株式会社  平成30年２月１日 389
A-38  S-FORT博多東Ⅱ  福岡市博多区  サムティ株式会社  平成30年２月１日 382
A-39  S-FORT神戸三宮北  神戸市中央区  サムティ株式会社  平成30年２月１日 515
A-40  S-FORT中広通り  広島市西区  サムティ株式会社  平成30年２月１日 885
A-41  S-FORT鶴見町  広島市中区  サムティ株式会社  平成30年２月１日 820
A-42  S-FORT青葉上杉  仙台市青葉区  合同会社ブリッジフォース  平成30年２月１日 918
B-10  S-FORT西宮  兵庫県西宮市  合同会社ブリッジフォース  平成30年２月１日 1,412
B-11  S-FORT西宮上ヶ原  兵庫県西宮市  サムティ株式会社  平成30年２月１日 789
B-12  S-FORT水戸中央  茨城県水戸市  サムティ株式会社  平成30年２月１日 1,807
B-13  S-FORT津新町  三重県津市  サムティ株式会社  平成30年２月１日 767
B-14  S-FORT三重大学前  三重県津市  サムティ株式会社  平成30年２月１日 599
B-15  S-FORT高砂町  大分県大分市  サムティ株式会社  平成30年２月１日 1,015
B-16  S-FORT大分駅前  大分県大分市  サムティ株式会社  平成30年２月１日 904
B-17  S-FORT大分大手町  大分県大分市  サムティ株式会社  平成30年２月１日 277
B-18  S-FORT水前寺  熊本市中央区  サムティ株式会社  平成30年２月１日 1,332
B-19  S-FORT熊大病院前  熊本市中央区  サムティ株式会社  平成30年２月１日 1,125
B-20  S-FORT熊本船場  熊本市中央区  サムティ株式会社  平成30年２月１日 1,010
C-12  S-FORT保谷  東京都西東京市  合同会社ブリッジフォース  平成30年２月１日 645
C-13  S-FORT玉川学園前  東京都町田市  合同会社ブリッジフォース  平成30年２月１日 587
C-14  S-FORT鶴川  東京都町田市  サムティ株式会社  平成30年２月１日 520
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物件
番号 不動産等 所在地 取得先 取得日

取得価格
(注１)(百万円)

C-15  S-RESIDENCE
 横浜反町

 横浜市神奈川区  合同会社ブリッジフォース  平成30年２月１日 627

C-16  S-FORT茅ヶ崎  神奈川県茅ヶ崎市  サムティ株式会社  平成30年２月１日 1,137
C-17  S-FORT川口並木  埼玉県川口市  サムティ株式会社  平成30年２月１日 1,110
C-18  S-FORT戸田公園  埼玉県戸田市  サムティ株式会社  平成30年２月１日 914
C-19  S-FORT船橋塚田  千葉県船橋市  合同会社ブリッジフォース  平成30年２月１日 1,900
C-20  S-FORT柏  千葉県柏市  サムティ株式会社  平成30年２月１日 536

合計 － － － 29,964
(注1) 取得価格は、取得済資産の取得に要する諸費用（売買媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（本件売買契約書等に記載

された不動産等の売買代金の金額）を百万円未満は切り捨てて記載しています。
(注2) 取得先より開示について承諾が得られていないため非開示としています。

②第三者割当による新投資口の発行
　本投資法人は平成30年１月15日開催の役員会において、特定資産の取得資金に充当することを目的
として、第三者割当による新投資口発行を決議しました。第三者割当による新投資口は平成30年２月１
日に払込が完了しています。この結果、平成30年2月１日付で出資総額(純額)が40,610,004,520円、
発行済投資口の総口数は、456,600口になっています。

(第三者割当による新投資口発行)
発行新投資口数　　　　　　：173,600口
発行価額（払込金額）　　　：１口当たり87,000円
発行価額（払込金額）の総額：15,103,200,000円
払込期日　　　　　　　　　：平成30年２月１日
割当先及び割当口数　　　　：株式会社大和証券グループ本社　161,700口
　　　　　　　　　　　　　 : サムティ株式会社　　  　　　　　11,900口
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Ⅴ. 注記表

③資金の借入れ

　平成30年２月１日に本投資法人は、特定資産の取得資金等に充当することを目的として、以下の資金

の借入れを実行しました。

借入先 借入金額
(百万円) 利率 返済期限 返済方法 摘要

ターム
ローン
７-Ａ

 株式会社三井住友銀行

3,200 全銀協１ヶ月日本円
TIBOR+0.6％

平成33年
７月31日 期限一括 無担保

無保証

 株式会社福岡銀行
 株式会社香川銀行
 株式会社新生銀行
 株式会社栃木銀行
 株式会社親和銀行
 株式会社足利銀行
 株式会社鹿児島銀行
 株式会社熊本銀行
 株式会社三重銀行

ターム
ローン
７-Ｂ

 株式会社三井住友銀行

5,350 全銀協１ヶ月日本円
TIBOR+0.65％

平成34年
１月31日 期限一括 無担保

無保証

 株式会社福岡銀行
 株式会社りそな銀行
 株式会社親和銀行
 株式会社新生銀行
 株式会社百五銀行
 株式会社みなと銀行
 株式会社熊本銀行
 株式会社栃木銀行
 株式会社三重銀行

ターム
ローン
７-Ｃ

 株式会社三井住友銀行

5,350 0.99460％
(固定金利)

平成34年
７月31日 期限一括 無担保

無保証

 株式会社福岡銀行
 株式会社あおぞら銀行
 株式会社肥後銀行
 富国生命保険相互会社
 株式会社香川銀行
 株式会社新生銀行
 第一生命保険株式会社
 株式会社百五銀行
 株式会社大分銀行
 株式会社鹿児島銀行
 株式会社熊本銀行
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借入先 借入金額
(百万円) 利率 返済期限 返済方法 摘要

ターム
ローン
７-Ｄ

 株式会社三井住友銀行

1,500 1.47558％
(固定金利)

平成37年
１月31日 期限一括 無担保

無保証

 株式会社福岡銀行
 株式会社あおぞら銀行
 株式会社肥後銀行
 富国生命保険相互会社

④投資法人債の発行

　本投資法人は、特定資産の取得資金等に充当することを目的として、以下のとおり、投資法人債を発

行しました。

銘柄 発行総額
(百万円) 利率 発行年月日 償還期限 償還方法 摘要

　第２回無担保投資法人債
　(適格機関投資家限定) 1,000 1.05424％ 平成30年

２月１日
平成35年
１月31日 期限一括 無担保

無保証
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Ⅵ. 金銭の分配に係る計算書

(単位：円)

区　分
前期(ご参考)

(自 平成29年 2 月 1 日至 平成29年 7 月31日)
当期

(自 平成29年 8 月 1 日至 平成30年 1 月31日)
Ⅰ 当期未処分利益 614,015,181 620,156,791
Ⅱ 利益超過分配金加算額
 出資総額控除額 141,783,000 136,972,000
Ⅲ 分配金の額 755,610,000 757,025,000
(投資口1口当たり分配金の額) (2,670) (2,675)

うち利益分配金 613,827,000 620,053,000
(うち1口当たり利益分配金) (2,169) (2,191)

うち利益超過分配金 141,783,000 136,972,000
(うち1口当たり利益超過分配金) (501) (484)
Ⅳ 次期繰越利益 188,181 103,791
分配金の額の算出方法 　当期の分配金については、本投資法

人の規約に定める分配方針に従い、投
資法人の税制の特例（租税特別措置法
第67条の15）を適用し、投資口1口当
たりの分配金が1円未満となる端数部
分を除く当期未処分利益の全額を分配
することとし、この結果、投資口1口当
たりの分配金は2,169円となりまし
た。
　これに加え、本投資法人は、キャッ
シュマネジメントの一環として当期に
つきましては、利益超過分配を行うこ
とといたします。
　これに基づき、出資の払戻しとして
当期の減価償却費434百万円の100分
の32 . 6にほぼ相当する額である
141,783,000円を分配することと
し、この結果、投資口1口当たりの利益
超過分配金は501円となりました。
　なお、ペイアウトレシオ（当期純利
益に減価償却費を加算した額に対する
利益超過分配分を含む分配金総額の割
合）は72.0％となります。

　当期の分配金については、本投資法
人の規約に定める分配方針に従い、投
資法人の税制の特例（租税特別措置法
第67条の15）を適用し、投資口1口当
たりの分配金が1円未満となる端数部
分を除く当期未処分利益の全額を分配
することとし、この結果、投資口1口当
たりの分配金は2,191円となりまし
た。
　これに加え、本投資法人は、キャッ
シュマネジメントの一環として当期に
つきましては、利益超過分配を行うこ
とといたします。
　これに基づき、出資の払戻しとして
当期の減価償却費433百万円の100分
の31 . 6にほぼ相当する額である
136,972,000円を分配することとし、
この結果、投資口1口当たりの利益超過
分配金は484円となりました。
　なお、ペイアウトレシオ（当期純利
益に減価償却費を加算した額に対する
利益超過分配分を含む分配金総額の割
合）は71.8％となります。

(注1) 本投資法人が、キャッシュマネジメントの一環として行う利益超過分配は、当該計算期間（本投資法人が実施するキャッシュ
フローの配分や利益超過分配の実施の対象となる本投資法人の計算期間をいいます。）の期末時点における保有不動産の
「継続鑑定評価額」（本投資法人が保有する不動産等資産について各決算期を価格時点として取得する不動産鑑定評価書に
おける鑑定評価額又は価格調査報告書における調査価額（期末算定価格）をいいます。以下同じです。）の総額が、当該計
算期間の期末時点における保有不動産の「調整後帳簿価額」（本投資法人の計算期間の期末時点における各保有不動産の帳
簿価額から、当該保有不動産の取得時の付随費用相当額を控除した価額をいいます。以下同じです。）の総額に翌計算期間
に実施予定の修繕更新費用の工事予定額（資本的支出）のための積立金総額、その他の予定積立額を加えた金額を上回る場
合に限り実施するものとしています。
　第5期末の継続鑑定評価額の総額は、56,658,000,000円、調整後帳簿価額の総額は49,916,064,790円、翌計算期間に
実施予定の修繕更新費用の工事予定額のための積立金総額は46,837,950円となり、第5期末の継続鑑定評価額の総額
（56,658,000,000円）は、調整後帳簿価額総額（49,916,064,790円）及び第6期に実施予定の修繕更新費用の工事予定
額のための積立金総額（46,837,950円）の合計を上回ります。

(注2) 本投資法人が第5期末（平成30年1月31日）現在保有する49物件について建物状況調査報告書に記載の緊急修繕費用の見
積額、短期修繕費用の見積額及び長期修繕費用の見積額を合計した額の6か月平均額は49百万円です。本投資法人は、現在
の外部環境、不動産市況、本投資法人の財務状況（LTVの水準及び本投資法人の負債に設定される財務制限条項への抵触を
含みますが、これに限りません。）等を総合的に勘案した上で、キャッシュマネジメントの一環としての上記利益超過分配
について、健全な財務安定性が維持される範囲内であると判断し、実施することとしました。
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Ⅶ. 監査報告書
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Ⅷ. キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

(単位：千円)
前期

(自 平成29年 2 月 1 日至 平成29年 7 月31日)
当期

(自 平成29年 8 月 1 日至 平成30年 1 月31日)
営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 614,824 620,814
減価償却費 434,869 433,805
受取利息 △3 △2
支払利息 103,089 105,445
投資口交付費償却 4,613 4,690
投資法人債発行費償却 3,327 3,383
営業未収入金の増減額(△は増加) 2,632 825
未収消費税等の増減額(△は増加) 61,006 －
未払消費税等の増減額(△は減少) 8,001 △4,420
前払費用の増減額(△は増加) △1,019 1,035
営業未払金の増減額(△は減少) △31,824 16,273
未払金の増減額(△は減少) △9,012 1,505
前受金の増減額(△は減少) 2,015 4,198
長期前払費用の増減額(△は増加) 30,088 1,518
その他 2,958 △52,515
小計 1,225,567 1,136,556
利息の受取額 3 2
利息の支払額 △102,877 △105,552
法人税等の支払額 △1,287 △2,254
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,121,405 1,028,752
投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △7,788 △11,158
信託有形固定資産の取得による支出 △29,826 △45,508
差入敷金及び保証金の差入による支出 △10 －
差入敷金及び保証金の回収による収入 － 27
預り敷金及び保証金の返還による支出 △1,547 △1,891
預り敷金及び保証金の受入による収入 1,638 1,260
信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △29,654 △23,256
信託預り敷金及び保証金の受入による収入 22,559 14,214
投資有価証券の取得による支出 △250,000 －
投資有価証券の償還による収入 1,712 8,246
投資活動によるキャッシュ・フロー △292,915 △58,067
財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入れによる収入 400,000 －
短期借入金の返済による支出 △550,000 △200,000
長期借入れによる収入 － 2,500,000
長期借入金の返済による支出 － △2,500,000
分配金の支払額 △742,638 △756,622
財務活動によるキャッシュ・フロー △892,638 △956,622
現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △64,148 14,062
現金及び現金同等物の期首残高 1,705,580 1,641,431
現金及び現金同等物の期末残高 ※1 1,641,431 ※1　1,655,494
(注) キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

き作成し、参考情報として添付しています。このキャッシュ・フロー計算書は、投信法第130条の規定に基づく会計監査人
の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けていません。
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［重要な会計方針に係る事項関係］（参考情報）

項　目
前期

自 平成29年 2 月 1 日
至 平成29年 7 月31日

当期
自 平成29年 8 月 1 日
至 平成30年 1 月31日

キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金（現金及び現金同等物）は、
手許現金及び信託現金、随時引出し
可能な預金及び信託預金並びに容易
に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から3か月以内に償還期限
の到来する短期投資からなっています。

　キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金（現金及び現金同等物）は、
手許現金及び信託現金、随時引出し
可能な預金及び信託預金並びに容易
に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から3か月以内に償還期限
の到来する短期投資からなっています。

［キャッシュ・フロー計算書に関する注記］（参考情報）
※1. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前期
自 平成29年2月1日　至 平成29年7月31日

当期
自 平成29年8月1日　至 平成30年1月31日

現金及び預金 649,743千円 現金及び預金 680,374千円
信託現金及び信託預金 991,688千円 信託現金及び信託預金 975,119千円
現金及び現金同等物 1,641,431千円 現金及び現金同等物 1,655,494千円
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本投資法人の上場日である平成27年6月30日から平成30年1月31日までの東京証券取引所における本投資
法人の投資口価格（終値）及び出来高の推移は、以下のとおりです。

住所・氏名・届出印等の変更は、お取引の証券会社にお申し出ください。

市区町村から通知されたマイナンバーは、税務関係のお手続きで必要となります。法令に定められたとおり、
分配金等の支払調書には、投資主様のマイナンバーを記載し、税務署へ提出いたします。
投資主様は、お取引の証券会社等へマイナンバーをお届出ください。

http：//www.samty-residential.com

本投資法人ではホームページを活用し、迅速かつ
正確な情報開示に努めており、さまざまな情報を提
供しています。今後も一層内容を充実させ、投資主
の皆様に的確な情報をお届けしていきます。

■所有者別投資口数 ■所有者別投資主数

投資口価格の推移 投資主メモ

住所変更などの各種手続きについて

『マイナンバー制度』のご案内

ホームページのご案内　　　

支払調書　※配当金に関する支払調書

投資主の状況

年間スケジュール

　 ■出来高（右軸）　 　投資口価格（左軸）
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平成28年
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平成29年
12月31日

平成29年
6月30日

平成27年
9月30日

平成28年
3月31日

平成28年
9月30日

平成29年
3月31日

平成29年
9月30日

平成30年
1月31日

マイナンバーのお届出に関するお問い合わせ先

証券口座にて投資口を管理されている投資主様 お取引の証券会社までお問い合わせください。

証券会社とのお取引がない投資主様 下記フリーダイヤルまでお問い合わせください。
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部　0120-232-711

決算期日 毎年1月末日、7月末日

投資主総会 原則として2年に1回以上開催

同議決権行使
投資主確定日

あらかじめ公告して定めた日

分配金支払　
確定基準日

毎年1月末日、7月末日（分配金は支払確
定基準日より3か月以内にお支払いいた
します。）

上場金融商品
取引所

東京証券取引所　
不動産投資信託証券市場
（銘柄コード：3459）

公告掲載新聞 日本経済新聞

投資主名簿等
管理人

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号	 　
三菱UFJ信託銀行株式会社

お問い
合わせ先

〒137-8081 
東京都府中市日鋼町1-1
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
電話番号：0120-232-711（通話料無料）
午前9時～午後5時
（土日祝日、年末年始の休業日を除く）
［郵送先］〒137-8081
新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

1月期決算日 1月期分配金支払
1月期資産運用報告発送

1月期決算発表
1月期決算説明会

7月期決算発表
7月期決算説明会

7月期決算日 7月期分配金支払
7月期資産運用報告発送

投 資 主 イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン

その他の国内法人
216名（1.4%）

金融機関
（証券会社を含む）

51名（0.3%）

個人・その他
15,493名
（97.9%）

外国法人・個人
58名（0.4%）

所有者別
投資主数
15,818名

個人・その他
134,063口
（47.4%）

金融機関
（証券会社を含む）
102,851口（36.3%）

その他の国内法人
36,482口
（12.9%）

外国法人・個人
9,604口（3.4%）

所有者別
投資口数

283,000口
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